



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2６ 2７920 2２ 2３ 2４ 2５２小作人組合｜小 ドイ 蝋
関係面積
（１件平
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他ならないが，一方農家戸数では逆の動きがみ
られ,３１年＝100→33年＝99.7→35年＝99.4→３７
年＝98.9とむしろ減少に転じており，こうして
農業規模の一定の拡大がうかがわれるといって
よい。つぎに，そのうえで部門別の農業生産内
訳にすすむと，まず総合では31年＝89.5→３３
年＝115.2→35年＝93.5→37年＝１０４９となり，
33年の大豊作を別にしても順調な拡大が検出さ
れ，先ほどの耕地拡大が裏づけられるが，さら
に内訳に立ち入ると「米」が停滞･微増（31年＝
82.5→35年＝86.0→37年＝103.8,30年＝100）
なのに対して，「工芸作物」（101.0→116.0→
161.4)をはじめ｢畜産」（110.8→134.6→147.0）
や｢果物」（94.0→121.5→120.9）・「野菜」（97.5
→110.0→120.9）の伸びが目立つ（第15表)。こ
れらの背景にはすでにみた理由に加えて，この
時期の国内全般インフレー為替低下の影響によ
るこれら品目の輸入困難＝自給化の要因と，農
家経済悪化に圧迫された現金獲得に直接つなが
る商品作物生産増加の要因，なども無視できな
いと思われる。
ではこのような農業生産を他面で規定する農
産物価格の動きはどうか。まず農産物総合でみ
ると昭和恐慌の深化にともない29年から31年に
かけて大暴落をとげ,29年＝86(25-27年平均＝
100）→31年＝52へと実に39％もの下落を示す。
そしてその後32年から上昇に移り３２年＝58→３５
年＝76→37年＝88となるが，それでも37年以降
の準戦時体制をのぞけば20年代水準にさえ回復
してはいない｡そのうえで品目別に立ち入ると，
その下落程度が大きいのは｢繭」（29年＝84→３１
年＝３７〔-56％〕→35年＝56→37年＝64）・「麦」
一．ﾛｰｰｰｰ…～（帝国農会『農業年鑑』，1938年て連関性が強く世版による｡）
界恐慌の影響をモロに受けて急減少に落ち入っ
たことが明白なうえ，②米・麦については農村
窮乏によるいわゆる窮迫販売の他，植民地からの
移入増（米輸移入量，３２年＝75百万石→34年＝
94百万石→37年＝87百万石）の作用がきわめて
大きいことがただちにわかるが(第16表)，それ
に加えてこの時期の高橋財政によるスペンデイ
ングポリシーがインフレ＝実質賃金の低下をも
たらして農産物需要を一層おしとどめたことに
も注意が必要であろう。その点からいうと
シェーレはこの時期に一段と拡大していく。つ
まり，農産物総合が25-27年平均から30-32年
の間で44％の下落をみせるのに対して,｢農業経
常財価格」の低下は42％にとどまるし，さらに
「農村・消費者物価」は26％の下落水準にある
第17表物価・賃銀の動向
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農産物価格指数，農業経常財価格指数は『農
林業』164,190-3頁より作成。消費者物価指
数，賃銀指数は大川一司他『物価』（長期経済
統計８)1967年，135-6,243-5頁より作成。
指数は1925-27年平均を100とする。
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第19表農家経済における不生産的負担（円）第18表農家経済の動向（円）
回窺収支１５関・Z経営庁
,旗31口映窮⑪
収入支ｕｌ風襲且外叶８ｔ比
凪|（ｌｕｎｍ７１1６．４⑤１１狐Jｲlr侭
SSYﾃｉｌｌ７１ｌ錘Ｉ（96
、ＩＤＵ７Ｚｒ佇田71（gdWN1581a4
君Ⅱ
遇UＷ１００６－■
轡1302166dSuRI4mILo【
廷ｂｌｚｑ型ｊｌｒ調則汐｡鱒’１４０
〕871麺|,“5111118016831（8ｃ
四・４１“
（前掲『覆刻版』による。不突合は４拾５入
のため，所得は不生産的負担控除前のもの｡）
展開やスペンデイング政策による日本経済全体
の活況にともない，３２年＝159円→35年＝188円
→37年＝188円と伸びをみせ農家経済の好転を
支える条件をなした。しかしそれにしても農家
の生活状態が依然として極めて困難な状況にあ
ることも無視できず，その点の１つは農業所得
のカヴァリッジ〔農業所得/家計費〕の面であら
われており，３１年＝75.7％→35年＝96.5％→３７
年＝112.9％という形でようやく３７年の準戦時
体制に入ってはじめて100％を超えているにす
ぎないし，もう１つは赤字農家の比率にあらわ
れていて，たしかに31年＝55.0％→35年＝
20.3％→37年＝13.1％と減少を示してはいるも
のの，ある程度いい条件にある自作においても
まだ全体の堵が赤字であるということは，他の
零細農家の状態の一層の悪さを示唆していると
いう他はない。
続いて小作の農家経済に立ち入ると，1つは
収入・所得の回復のおくれが目立つ。つまり農
業収入は31年＝719円→33年＝941円→34年＝
975円と停滞を続け，ようやく３５年＝1,087円と
千円台にのるし,農業所得でも31年＝312円→３４
年＝450円→36年＝574円→37年＝661円であり
－自作にくらべて－回復テンポはきわめて
(前掲『覆刻版農家経済調査』による｡）
からこの間のシェーレの開きは大きくなってい
よう（第17表)。そのあと35-36年で一旦シェー
レはいわば解消するものの36-37年では，農産
物価格＝80→89,農業財＝74→86となって再び
シェーレが開いていくのであるから，この30年
代全般にわたって農産物価格の低迷と不利な状
況は変りなく持続したとする以外にない。
そこでこの農業生産の動向を前提に，それが
30年代の農家経済にどう表面化したかの考察に
移ろう(第18表)。まず自作の動きからフォロー
すると，最初に農業収支面では，収入は31年＝
790円→32年＝851円と停滞したのち33年＝
1,012円と上昇に移り，３５年＝1,147円→37年＝
1,438円と着実に向上をみせるし，その中で｢農
業所得」も31年＝498円→32年＝544円の伸び悩
みの後35年＝765円→37年＝1,007円と上向きに
転ずる。こうして収入・所得の点でほぼ35年か
ら農家経済の本格的な改善にすすんだとみてよ
いが，しかしそれでも例えば37年の水準といえ
ども28年＝1,047円にも及ばないのであって,３０
年代全体の５～６百円台という農業所得の水準
は20年代の50％程の低水準であることは決して
否定できない。また同じ傾向は「農外所得」の
動向にもみてとれ，のちにみる救農土木事業の
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小さい。その点はさらに，１つには「所得率」
や「農業所得カヴァリッジ」（自作＝90-100％
台,小作,３１年＝66.4％→35年＝80.1％→37年＝
95.2％）の低さにつながるし，もう１つとして
赤字農家の比率も31年＝51.7％→34年＝41.8％
→36年＝24.5％となり，３０年代中央をすぎても
路の農家は赤字をまぬがれていないことが特
徴的である。
以上のような意味で30年代日本農業は依然と
して困難な局面に落ち入っていたといってよい
が，この困難をさらに加速した要件としての公
課・租税・小作料・負債利子などの動向もみて
おこう(第19表)。まず自作についてその総計の
推移をみると，３１年＝127円（対所得負担率
16.5％）→34年＝138円（14.2％）→37年＝115
円（8.8％）と率は持続的に低下しているし，絶
対額も30年代後半からは減少に転じている。そ
の点で自作については不生産的負担のウエイト
が軽減傾向にあることがわかり，このことも先
にみた自作農家経済の比較的順調な回復を支え
た要因だとみてよいが，その内訳では特に「地
方税」（66.3円→61.4円→54.2円)の縮小が大き
い'2)｡つぎに小作に移ると，まず総負担は31年＝
234円（34.3％）→35年＝367円（35.0％）→３７
年＝390円（31.0％）となって絶対額は増加して
おり，小作側にはこれら諸負担は強い圧力と
なって作用していることがわかる。そこでその
内訳に入ると，「負債利子」（31年＝10.7円→３５
年＝21.8円→37年＝17.2円）が政府の負債軽減
政策によって減少を示すのに対して，「租税･公
第20表経営規模別農家数（千戸）
課」（18.9円→24.1円→21.7円）の停滞と「小作
料」（204.5円→321.1円→3513円）の急増加が
みられ，全体としては負担拡大につながってい
るわけである。その意味で地主制の後退による
地主側のまきかえしに起因した小作料の重圧が
小作の負担増を絶対的に規定していたとみるべ
きであろう。
〔２〕ではこのような状況の中で，３０年代に
農民層と地主層とはどのような動きを展開した
であろうか。そこでまず第１に農民層分解の動
向をフォローすると，以前に検出した「中農標
準化傾向」がこの30年代にも大枠として確認で
きるといってよいが，その内容にまで立ち入る
と20年代とは例えば以下の点に差異がみられる
（第20表)。つまり，①１つは20年代後半には総
農家数は増加基調にあったのに対して，３０年代
に入って31年＝100.0→33年＝９９．６→35年＝
99.5→37年＝98.6と減少に転じているし，②２
つめにこの減少を規定している範囲の拡大が目
立ち，「５反未満」層が20年代後半より減少ス
ピードを加速して31年＝100→33年＝99.4→３５
年＝98.3→37年＝97.0と収縮しているのに加え
て，２０年代後半にはまだ微増状態にあった「５
反－１町」層が30年代に入って明確に減少傾向
に移っている(31年＝１００→33年＝99.4→35年＝
98.3→37年＝97.0）のである。その意味で分解
の中心軸が20年代より上方に移動しつつあるこ
とがうかがえるが，その点は，③３つめに「１
－２町」層と「２－３町」層の動きにもあらわ
れており，「１－２町」層は31年＝100→33年＝
101.0→35年＝101.8→37年＝102.3となって２０
年代後半よりも増加テンポは落ちているし,「２
－３町」層も微増から停滞(31年＝100→33年＝
100→35年＝101.0→37年＝100）にかわってい
る。そして最後に，④４つめに「３町以上」層
ももちろん減少し続けてはいるが，その変化は
鈍化してきており（「３－５町」層，３１年＝100
→37年＝94.0,「５町以上｣層，100→91.6)，巨
大層の減少が若干なりともスローダウンしたこ
とがわかろう。こうして全体として「中農標準
：
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さらに第３に，以上の動向を「自作一小作関
係」からも射照してみよう｡まず全体としては
必ずしも明確な特質は検出できないが，２０年代
に進行した小作＝減少，自作＝増加傾向が30年
代初頭の恐慌時に一時鈍化し，その後30年代後
半から再び小作減少がすすんでいると予測でき
る。例えば自作は31年＝100→33年＝945→３５
年＝98.8と減少を示したあと，３７年＝99.0から
増加に転じるのとちょうど逆に，小作は33年＝
100.3→36年＝105.5と上昇してピークを形成し
たのち37年から再度100.4と減少基調に入って
いくし，その結果｢小作地率｣の推移でも29-30
年の恐慌期における47.7％を頂点にして以後３１
年＝47.2％→35年＝46.8％→37年＝46.4％と持
続的に低下をとげているのである。そのうえで
地帯別バリエーションをさぐると，従来とほぼ
同形の差異がみられ，まず｢東北｣での，自作＝
減少（32年＝176千戸→37年＝172千戸）と自小
作＝停滞（258千戸→258千戸）に対する小作＝
激増（195千戸→217千戸）というタイプがみら
れる。その点で依然とした小作分解＝小作ウエ
イトの強固さがみられるのに比較して，「近畿」
では自作(179千戸→176千戸)ならびに小作(173
千戸→157千戸)だけでなく２０年代に急拡大を示
した自小作も230千戸→227千戸と減少に転調し
ており，自小作をも含めた全体としての縮小と
いう新しい動向を描きはじめている'4)。いずれ
にしても商品経済に大きくとりこまれることに
よって労働市場が確保されている「近畿」にお
いては全体として農業の落層＝離脱がすすんで
いることは打ち消し難いとみるべきであろう。
そこでこのような農民側の動向に対応する３０
年代の地主層の対抗関係に視点を移そう。まず，
50町歩以上の巨大地主の推移をみると，２０年代
に引き続いて減少をとげ31年＝3,759戸→３５
年＝3,412戸→37年＝3,252戸と縮小している
（｢近畿｣＝57→51→48,「東北｣＝633→552→
560)。このような地主制弱体化の要因について
は，繰り返えしみてきた農産物価格の伸び悩み
と労賃の相対的上昇による地主経営の悪化に求
化」の上限がやや上方へ移動する変化＝「現代
的」な農民層分解図式があらわれたといってよ
いが，この点に関しては，先にもふれたように，
高橋財政のインフレ政策にも刺激された30年代
日本資本主義の活況＝重化学工業化に対応し
て，労働力需要の拡大＝離農＝総農家数減少が
土地に対する過剰人口圧力を軽減させ，それが
農業技術の向上とも相まって経営規模の拡大を
可能にしたことが重要である'3)。
そのうえで第２に農民層分解の地帯別特徴を
みておこう。いま例えば耕地経営規模別に「東
北」と「近畿」を比較してみると，かなり明確
なパターンの相違が検出でき，まず，(1)｢東北」
では２町層を境界としてそれ以下の増大とそれ
以上の減少がコントラストをなす。つまり，
32-37年の間に，「５反未満」・「５反－１町」・
「１－２町」層がそれぞれ167千戸→176千戸，
170千戸→180千戸，174千戸→183千戸と拡大を
とげているのに対して，「２－３町｣層が83千戸
→77千戸，また「３－５町」層が30千戸→28千
戸，「５町以上｣層が５千戸→４千戸へと縮小を
みせている。その点で「東北」では全体として
農家総数が増加する中で上層の落層と小規模層
への集中･堆積が依然進行しているとみてよく，
そこには繰り返えし指摘した労働市場の未整
備＝脱農の困難化が作用していると考えられよ
う。つぎに，(2)それにくらべて｢近畿｣では「中
農標準化傾向」のいわば上方への移行という姿
がより典型的に現出しており，「１－２町」（123
千戸→128千戸）と「２－３町」（8.7千戸→9.3
千戸)で増加がみられる一方で,「５反未満｣(288
千戸→268千戸）・「５反－１町」（283千戸→272
千戸）という零細層と「３－５町」・「５町以上」
の大規模層での停滞・微減が示されている。こ
うして「近畿」では全体として減少する中で
－以前より若干上方へシフトした－中規模
農家のウエイト増大がうかがえるのであって，
労働市場展開による離農の促進とともに上層経
営の不利化が一層すすんだという状況が浮きぼ
りにされていよう。
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第21表小作争議の概況められるが，その点をさらに「田実収小作料」
の動きでおさえておくと，ほぼ20年代と同水準
の停滞がうかがわれ，３１年＝1.02石→35年＝
1.02石→37年＝1.04石となる。この水準は20年
代前半の1.13～1.17石水準を下回り，２０年代末
の恐'慌時の水準とほぼ同じかそれより若干低い
内容であって，この30年代にも小作料の実質的
内容は改善をみなかったという他はない。さら
に「田小作料利廻り」でみても３１年＝4.6％→３５
年＝7.3％→37年＝7.0％と上向きに転じてはい
るが，しかしそれでも例えば31年について賃貸
純収益利廻りが田＝3.69％，畑＝3.89％である
のに対して，東京定期預金年利＝464％，国債
利廻り＝5.40％，社債利廻り＝6.49％，株式利
廻り＝6.82％などとなるから，小作関係に立脚
した寄生地主制の農業経営のあり方がすでに農
外投資を下回る不利な状況は，もはや回復不能
で進行し続けたと考える以外にないのである。
総じて地主制解体が30年代においても着実にそ
のスピードを速めつつあったわけである。
〔３〕最後に以上みてきた農業構造の展開を
ふまえて30年代農政の進展に焦点を移そう。ま
ず初めに農政展開の前提をなす小作争議の展開
をみると(第21表)，小作争議拡大の裏側で争議
としてのインパクトの低下がうかがえる。つま
り，１つとして小作争議の件数は30年代に入っ
てたしかに激増を示しており，３１年＝3,419件は
33年＝4,000件→35年＝6,824件→37年＝6,170
件となってピークの34.35年には31年の実に２
倍になっている。しかしその中で，他方２つめ
に小作人組合（33年＝4,810→37年＝3,879）お
よび組合員数(31年＝306千人→37年＝227千人）
の推移をみると30年代に入るとむしろ減少の傾
向に移り，農民運動としての内実は弱体化を示
すとさえいってよいし，その点はさらに争議の
規模縮小という形であらわれており，「１件関係
小作人」および「１件平均関係地主」は31年＝
23.7人，7.0人→33年＝12.0人，3.5人→35年＝
16.6人，4.2人→37年＝10.2人，3.2人と収縮を
みせ，特に33年を境にして小作争議のダイナ
作人組合 作争 鯛
11,係面繭
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（『昭和14年小作年報』による｡）
ミックさは大きく減殺されはじめていったこと
が確認できよう。その場合このような農民運動
エネルギーの低下・沈滞の背景については，地
主経営の悪化による地主攻勢の強まりやこの時
期の農民運動組織の分裂・弱体化が大きなウエ
イトを占める他，つぎにみるような30年代にお
ける農村救済政策のある程度の浸透とそれと関
連した農家経済の一定の立ち直りというファク
ターも無視しえないと考えられる。
このような小作争議エネルギーの低下はさら
にこの争議の「原因と結果」の現状にも的確に
あらわれてくる(第22表)｡すなわちまずその｢原
因」に関しては，34-35年不作時での一時的な
「小作料減免」を別にすると，最も比率の高い
のは土地取り上げに起因する「小作の継続・賠
償」であって，３１年＝39.9％→33年＝57.5％→
35年＝44.8％→37年＝57.0％と５割をこえるに
至る。その意味で,むしろ地主側のイニシアテイ
第22表小作争議の原因と結果
1１９３１１３２，３３１３４１３５１３６１３７
鬮鰄灘原因
鰯|皇宣:|綱'柵綱綱'洲欄標I溌雛
偉"㈱|(､柵|(,糊|(,ilfMl(柵|(柵|(,醐|,柵
(前表と同じ｡）
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されるにとどまった。それに対して第２にこの
30年代に積極的な展開をみたのは農村不況対策
事業に他ならない(第23表)。その場合その内容
はいくつかの対策からなるが，まず１つに，こ
の時期に新しく出現した「救農土木事業」があ
る。これは31年から34年までの４年間実施され，
一方では土地改良・道路整備・水利改善などを
通して農業生産力を高めることによって農村経
済力を全体として強化するとともに，他方でそ
のような農村土木事業の実行にともなって農民
に労賃収入を確保させることを主要なねらいと
していた。したがってあくまでも彌縫策にとど
まったとはいえ，この「救農土木事業」は財政
スペンデイングに媒介された一種の現代的な景
気対策の農業版という性格をもったというべき
なのである。つぎに農村不況対策の２つめとし
て「負債整理事業」が重要といってよい。この
政策は33年３月の「農村負債整理組合法」にも
とづいて部落単位に負債整理組合を設置し，そ
こを対象にして政府が預金部から低金利資金を
融資することによって高利債の借換を促進しよ
うとするものであった（31年＝42百万円→３３
年＝47百万円→36年＝45百万円)。しかしその貸
出には難しい条件がつけられたりしたため，本
当に救済が必要な農民層にまでは浸透しなかっ
たともいわれ，むしろこの事業は準戦時期に入
り，例えば37年の「農村負債整理資金特別融資
及損失補償法」などの制定を通してようやく本
格化していくとみるべきであろう。さらに農村
不況対策の３つめはいわゆる「農村経済更生運
動」である。これは32年から実施されたもので
あり，政府が各年一定の指定村を決めてそこに
経営改善･生活の自給化･貯蓄奨励・負債整理・
産組の拡大などを課題とした更生計画を立てさ
せ，それに政府が援助するというものに他なら
ない。その場合，この運動の特質は，従来個別
的におこなわれてきた救済方策を中央から地方
までを含めて統一的に立案・実施するための機
構を整備しようとする点にあるといってよい
が，それは結局財政的負担を最小限に切りつめ
ヴの上昇と小作側の受け身の争議構図がみてと
れるといってよく，小作争議のインパクト低下
が明白なのに対して，小作側からの攻勢を示す
「小作料・一時減・永久減」の比重は31年＝
51.9％→33年＝28.6％→35年＝39.9％→37年＝
25.1％と明らかに低落している。しかもその点
は「結果」の点からも指摘でき，「要求貫徹」の
減少（31年＝12.2％→33年＝13.1％→35年＝
5.6％→37年＝4.5％）とはうらはらに「妥協」
が31年＝60.7％→33年＝642％→35年＝75.2％
→37年＝78.2％と顕著な増加テンポを描く。こ
うしてこの「結果」の方向からしてもこの30年
代の小作争議が，２０年代の攻勢力を失なってそ
の活動性を低下させて社会運動としてのインパ
クトを減じつつあったことが確認できるといえ
よう。
そこで以上の状況をもふまえてこの30年代の
農政展開をいくつかの柱にそくしてみていく
が，総体としてこの30年代には日本資本主義全
体の現代化＝国独資化と対応し，またその一環
としてかなり多面的な展開をみせていく。まず
第１に，農地政策はこの30年代には目立った動
きを示さない。すでにみたように小作争議の社
会的インパクトの低下なども作用して，小作問
題を土地政策として処理するという農政の方向
性は大きく後退し，むしろ直接的な財政・金融
的処置を通して経済的に問題処理をめざす方向
が焦点となってきた。言い換えれば，農地政策
にかわって農村不況対策が前面に出てくるので
あって，３１年の小作法の挫折以降は，土地政策
としては従来の自作農創設事業が小規模に継続
第23表農業関係低利資金一覧（千円）
普通地方Yr企Ｉ鞠別丘金 ＩｌＷｉ易●●｡
１－|鱈馴|繩|露國|総|綱|縦|:重Ｉ： Bｒ
一一=￣￣~=鰄蕊i蕊一一一一皿型電弧弱調訂９１
（『本邦農業要覧』による。肥料資金には一部米穀資金
と合併されたものがある｡）
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第24表農林経費の動向（百万円） に立脚して，財政スペンディングの一環として
30年代農政がかなり重要なウエイトを占めたこ
とである(第24表)。その点で30年代農政は管理
通貨制を条件とし体制組織化を課題とした国独
資政策体系の，その１ファクターとしての性格
を強くもったと考えてよいのである（農林経費
の膨張,３１年＝55百万円，対経費比率＝3.7％→
33年＝122百万円，5.4％→35年＝103百万円，
4.7％→37年＝115百万円，4.3％)。また，２つ
めに30年代に農政の焦点が土地政策から不況政
策へ明確に転換をとげたことであって，小作争
議の停滞・日本経済の回復なども作用しつつ，
財政・金融政策によるマネタリーな農業対策が
この30年代に主流を占めていくことが特徴的で
あろう。最後に３つめに，経済更生運動とも連
動して農業団体が農政展開の重要な構成部分を
形成していく動きが30年代に特に強化される。
その意味で，協同組合主義が農村に浸透しなが
ら国家による農村・農民統合＝組織化'6)の基礎
部分として機能していくことになったのであ
る。
以上30年代の農業構造を総括すると，日本農
業の現代的転換がより明確な形で進行したこと
がわかる。それは「中農標準化傾向」の上方移
動という農民側の新動向とともに地主制の弱体
化に強くあらわれている他，農政における財政
スペンデイングの本格化と農業団体の強力な媒
介という面で一層特徴的に検出できよう。まさ
にこの30年代に，このような構造・政策の全面
にわたって，国家による農民・農村・農業の直
接的組織化という農業構造の現代的転換が本格
的に進行・定着したとみるべきであろう。
↑'0助士
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（国会図書館調査・立法考査局『農業補助金
問題』による集計｡）
つつ旧来の伝統的な共同体秩序を再構成して利
用していくものとなっている。その意味でこの
運動は，旧秩序の下で農民に資本主義的イデオ
ロギーを注入しつつ，農民層をファシズム体制
へ組織化していくその底辺基盤として作用した
とも考えられよう。
さらに30年代農政の第３の柱は農産物価格政
策の拡大である。この方向の政策としては，外
米輸･移入制限の他，３３年から「米穀法」が「米
穀統制法」に移行したことが重要であろう。つ
まりこれにより，政府の価格支持操作の範囲と
内容が強化され，政府は一定の価格帯の制限範
囲に米価を引きとどめる義務を持つとともに，
そのためには無制限の米の買入れと販売を実行
できることになった。さらに外地・植民地米の
国内流入一価格低下を回避するために34年５月
からは植民地・朝鮮での産米増殖計画自体の中
止をおこなったし，国内農業団体との関係では
産業組合を補助して米の売買経路を組織化した
り，３６年には「米穀自治管理法」を制定して産
業組合による米の保蔵を認めさせる手を打つこ
とも実施された。しかもこのような管理はさら
に繭や青果物にまで適用されていった'5)のであ
り，こうして政府による農産物価格支持体制は，
その対象品目およびそのメカニズムについて，
この30年代に大きな拡充．強化がみられたと
いってよいのである。
そこで以上のような30年代農政の'性格を整理
しておくと以下の点が特に目につこう。つまり，
１つは30年代に入り，いわゆる高橋財政の展開
おわりに
ここでは最後に全体の総括として，３０年代日
本農業の構造が日本資本主義の現代的転換＝国
独資への移行とどのような関連にあるかを整理
していこう。さて，別の機会にたびたびふれた
ように,国独資'7)を,国家を主体とし管理通貨制
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を条件とする，政治一｢階級宥和策」・経済一｢資
本蓄積促進策」両面からする体制管理＝組織化
を通して資本主義の体制的安定と体制の延命を
目指すいわば「反革命体制」と考えた場合，日
本における国独資の成立は日本資本主義の農業
構造と以下のような諸点で決定的なつながりを
形成していたことが重要である。すなわち，ま
ず第１に，この時期に商業的農業の展開が第１
次大戦以降急速にすすむが，それは大きな流れ
でみると資本主義の現代的転換を深部で規定し
ていることに注意を要する。つまり，日本資本
主義の高度化・重化学工業化にともなう都市
化＝消費構造の現代化および実質賃金の向上に
より，第１次大戦を契機としつつ20年代→30年
代にかけてその拡大基調が定着をみるのであっ
て，日本資本主義の現代的転換の農業面でのあ
らわれがまず以上のような農業生産の内容変化
によって最も基底的に性格づけられていると
いってよい。つぎに資本主義の現代化と日本農
業との関係を示す第２のあらわれは－やや一
般的になるが－農業の日本経済における全体
的ウエイトが低下をみることである。この点に
ついては，その背景に30年代における高橋財政
をインパクトとした日本資本主義の活況とそれ
による労働力需要の増大がその直接的要因とし
てある他，より基本的にいって30年代日本経済
における重化学工業化＝国独資化に対応した産
業構造の高度化＝現代化という大きな潮流が存
在することは当然であろう。
そのうえで第３に農民層の側からいって，農
民層分解における「中農標準化傾向」の定着と，
さらにその分解基軸の上方移動という点が日本
農業と国独資との内的関連を示していることが
重要である。つまり，資本主義の帝国主義化に
対応した「中農標準化傾向」を前提にしつつ，
さらにこの動向の中で30年代以降に明瞭にな
る，国家による価格支持政策・負債整理政策・
自作農創設政策・生産技術向上政策などに支援
されて中農自作農の一部は経営規模の一定の向
上を実現していく。まさに「中農標準化傾向」
にさらに現代的国家政策がこのように重奏した
ところにその分解基軸の上方移行という現代的
農民層分解パターンが成立したと考えるべきで
あり，したがってこの中農標準化傾向の上方移
動という面に，国独資的転換の重要な特質が反
映しているとみてよかろう。さらに第４に地主
層の方向から考察すると，地主制の弱体化・解
体という事態が日本農業と国独資的転換との連
関としてきわめて特徴的である。すなわち，日
本における地主制の弱体化はすでに日露戦争後
から進行し始めるといわれるが，特に30年代以
降に明確になっていく国家による農村不況救済
政策に影響された地主利害の低下という政策的
要因によって，地主制の解体＝規模縮小は頂点
に達する。しかもまさにこのような地主支配力
の弱体化を通してこそ，産組・農会などの媒介
をも加味しながら国家の農民・農村・農業への
－地主層を介入させない－ストレートな直
接支配を貫徹させ，それを基盤にして，体制危
機の中心である農民層の直接把握とそれによる
農民をも含めた体制全体の組織化も目指されて
いくことになる。つづめていえば日本資本主義
の現代化＝国独資化は,対地主層関係としては，
この地主制の解体という側面にこそ最もビビッ
トにあらわれてきているといえよう。
最後に第５に，日本農業と国独資との内的つ
ながりを示す理論的ルートはいうまでもなく農
政の現代化の視点である。この点は２つの面か
ら問題となり，１つは政治的経路としては，た
しかに小作法自体は流産したものの小作調停法
によって－当然不十分であるとはいえ－小
作争議という対立関係を一定の法的枠組の中で
処理し，争議として激化させない体制が作られ
たわけであり，この意味で国独資の体系的課題
の1つをなす「階級宥和策」の農業版をなすと
考えられる。またもう１つ経済的経路としては，
救農土木事業，価格支持政策＝米穀法，負債整
理事業，自作農創設事業などの中で農林経費支
出として低金利資金の運用が体系化されたこと
が重要であり，金本位制停止一管理通貨制に立
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脚した，国独資に典型的な財政スペンデイング
政策の体系的一環として展開されたといってよ
く，その点で，国独資のもう１つの柱を形成す
る「資本蓄積促進策」の農業面でのあらわれに
相当すると意義づけられる。要するに，この３０
年代の農政は政治・経済両面からして現代的な
国独資政策の体系的一環として展開されたこと
が明白だというべきなのである。
以上，日本農業と日本資本主義の国独資化と
の関係をいくつかの代表的側面にそくしてまと
めてみたが，それを通して，一方では日本農業
が国独資的転換に基本的に規定されているこ
と，しかし他方では日本農業が国独資的転換の
基本的基盤をなしていること，が検出されたと
いってよい。したがってまさにその両方向から
総合すると，日本資本主義の農業構造は，３０年
代に確立をみる日本資本主義の現代化＝国独資
化と決定的な内的関連をもっていたと総括して
よいように考えられる。
円（11.0％）→27年＝202円（12.4％)，小作，２１
年＝414円（35.0％）→24年＝497円（33.9％）→
２７年＝456円（31.6％)。
８）その際，地帯別で若干のバリエーションが無視で
きなく，総件数が｢東北」（22年＝７→26年＝55→
２８年＝248）よりも「近畿」（537→1,227→513）の
方が多い中で，小作一地主関係の中軸に関わる争
議件数においては「東北」の方がその比重が大き
い。
９）例えば米価がどの水準より低下したら政府が買入
れ発動をなすのかなどの点が不明確で，政府の自
由裁量にまかされる部分が大きいといえよう。
10）この土地政策は，一方では私有財産権の制約につ
ながるとともに，他方で政府によるサポートには
非常に大きな資金が必要になるという点で，本来
その実現がそう容易でないことはいわば当然で
あった。
11）３０年代の基本構造については,前掲，『帝国主義の
研究』第３章，社会経済史学会編『1930年代の日
本経済』（東大出版会，1982年)，大石嘉一郎編『日
本帝国主義史』1１（東大出版会，1987年)，などを
参照。
12）この点については，この時期にはじまった「地方
財政調整制度」にもとづく農村地方税負担の軽減
と３１年の地租法改正による地租付加税の減少の
影響が想像されよう。
13）もっともこのような上方移動を過大評価できない
のも当然であって，それは小農経営の中の少数の
特殊例とみなければならないことには注意を要
する。なおこの動向の意義については，前掲，大
内『農民層分解』第４．５．６章に詳しい。
14）もちろん減少テンポとしては小作の方が大きく，
その点で以前からの「中農標準化傾向」の形をか
えた貫徹といえないこともない。
15）その他，米以外では，繭-32年＝政府による滞貨
生糸の買上げ，３４年＝原蚕種管理法にもとづく蚕
種生産の国家管理，青果物一農会系統による共同
出荷体制の整備や中央卸売市場の設立，などの手
が打たれた。
16）このような農民統合＝組織化の内容については，
例えば長原豊『天皇制国家と農民』（日本経済評論
社，1989年）などを参照。
17）国独資の本質規定に関して詳しくは，大内力『国
家独占資本主義』（東大出版会，1970年)，加藤栄
1）論争の具体的展開については，例えば大内力『日
本経済論』上（東大出版会，1962年）序説第２章
などを参照のこと。
2）大戦期の立ち入った内容に関しては，講座『帝国
主義の研究』６（青木書店，1973年)，大石嘉一郎
編『日本帝国主義史』Ｉ（東大出版会，1985年)，
などを参照。
3）農民層分解について詳しくは，大内力『日本にお
ける農民層の分解』（東大出版会，1969年)，山崎
隆三編『両大戦間期の日本資本主義』上（大月書
店，1978年）第３章，などをみよ。
4）前掲，大石編『日本帝国主義史』１３４１頁。
5）２０年代の展開については，前掲，『帝国主義の研
究』第２章，1920年代史研究会編『1920年代の日
本資本主義』（東大出版会，1983年)，などを参照
のこと。
6）しかも価格面でも内地米と大きな差があり，例え
ば20年で国内米・朝鮮米・台湾米がそれぞれ45円
（石当り）-41円-33円，２４年で39円-35円－２２
円，さらに27年で38円-34円-20円という水準に
なる。
7）自作，２１年＝163円(対所得比10.5％)→24年＝217
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－『ワイマル体制の経済構造』（東大出版会，１９７３年）第５章をみよ。
年)序章，拙著『国家論の系譜』（世界書院，１９８７
